予算要求資料
平成２６年度当初予算　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：地域振興対策費
	事業名　過疎地域活性化支援事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　総合企画部　市町村課　振興係　　電話番号：058-272-8105
　　　　　　　　　　E-mail：c11108@pref.gifu.lg.jp 
	（平成２６年４月１日以降のこの事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

清流の国推進部　清流の国づくり政策課　まちづくり支援・移住定住係　電話番号：058-272-8078
E-mail：c11122@pref.gifu.lg.jp


１　事業費　　4,940千円（前年度予算額：5,200千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	5,200
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,200

	要求額
	4,940
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,940

	決定額
	4,800
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	4,800


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　過疎化・高齢化が急速に進む中、生活環境が厳しい過疎市町村の集落におけるコミュニティ意識の醸成や活性化に取り組む人材養成を進めるもの。
（２）事業内容

【地域づくり実践者のノウハウ共有と県事業効果の波及】
○地域づくり情報交流推進事業
・地域づくりを実践している者や興味・関心のある者を対象に、先進的な地域づくりが行われている現場の視察や活動報告会等を開催する。
・県内外の都市部出身の若者が過疎市町村の集落で活躍する「地域おこし協力隊」等による情報交換を行う「地域の助っ人サミット」を開催する。
【持続的な地域づくりの活力創出とそれを支える人材の確保】
○地域づくり活動促進支援事業
・過疎市町村自らが実践する集落点検(*)を全県的に広げるため、考案者によ
る手法の教授を実施し、関係者にそのノウハウを習得させる。
・平成２５年度から集落点検を実施している地域については、地域住民が中心

となる地域づくりをより確実なものにしていくため、有識者・関係市町村等
と協力し、継続して支援する。
(*)集落点検
過疎化が進む集落において、地域住民である家族と別居しているも、援護・支援が期待できる近隣在住の血縁者・地縁者の状況や集落を支える資源等を地域全員で確認したうえで、将来の集落の姿を描く作業。さながら、地域に暮らす住民による地域の健康診断といえる。
○地域づくりコーディネーター養成事業
　・先進的な地域づくりの取組事例、過疎市町村の集落の実態や課題等を学ぶと
ともに、現地でのフィールドワークを実践する。

　・修了生は地域づくりに積極的に取り組むほか、地域づくり情報交流推進事業
に参加し、その活動状況等を広く周知する。
（３）県負担・補助率の考え方
県内過疎集落の持続、活性化に対する支援事業であることから、県負担に
よる事業実施は妥当である。
（４）類似事業の有無
なし
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	1,209 
	大学教授等謝金

	旅費
	1,784 
	費用弁償、業務旅費

	需用費
	506 
	消耗品購入費等

	役務費
	126 
	通信費等

	委託料
	600 
	現地フィールドワーク委託

	使用料及び賃借料
	715 
	会場借上料

	合計
	4,940 
	

	

	　決定額の考え方　




事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　持続可能な過疎集落とするために、地域住民の主体的な地域づくりが芽生えるよう支援します。また、過疎集落の活力創出のために、それを支える人材の確保を支援します。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	地域づくりコーディネーター養成事業
	0人
（H26）
	（H  ）
	（H  ）
	（H　）
	30人
（H26）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

【学生からの提言の導入】
　大学生と大学教員が過疎地域の現場に入り、地域の住民やＮＰＯ等とともに地域の課題解決や地域づくりに取り組んだ。

【血縁・地縁による支え合いを活用した地域づくり】

　住民自らが血縁・地縁者（他出子含む）の状況や集落を支える資源等を調査した。
【広域連携等による補完の研究】

　隣接集落の再編や統合、他地域との連携のためのアンケートを実施した。


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
【学生からの提言の導入】
平成２６年３月までに大学生から地域づくりに関する提案がなされる。

【血縁者・地縁者による支え合いを活用した地域づくり】

　血縁・地縁関係者との交流機会の創出、拡大が将来的な集落維持に必要であること等が確認された。
【広域連携等による補完の研究】

　地域住民の意向をアンケートにより確認し、平成２６年３月までに支援の方向性を明らかにする。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	これまでの調査等により、過疎集落の維持には現状の血縁・地縁による支え合いの強化、住民自らによる地域づくり活動とそれを支える人材の確保が必要不可欠であることから、県と市町村による地域の実情や特性に沿った支援が必要である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　平成２５年度新規事業であるため事業効果を得られているとはいえないが、過疎集落における課題解決、地域活性化に資する事業であるため事業の有効性は高いといえる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　関係市町村と綿密な連携のうえ実施しており、事業の効率化は図られている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　平成２６年度事業の実施状況等を精査しつつ、過疎市町村及び集落からの要望を総合的に勘案し、事業継続について判断したい。


